
○社会福祉法人東員町社会福祉協議会給与規程 

 

（目的） 

第１条 この規程は、社会福祉法人東員町社会福祉協議会（以下「本会」という。）就業

規則第２６条の規定に基づき、職員の給与に関し、必要な事項を定めることを目的と

する。 

 

（給与の種類） 

第２条 職員に支給する給与の種類は、次の各号に掲げるものとする。 

（１）給料 

（２）扶養手当 

（３）地域手当 

（４）通勤手当 

（５）住居手当 

（６）時間外勤務手当 

（７）休日勤務手当 

（８）管理職手当 

（９）管理職特別勤務手当 

（10）管理者手当 

（11）サービス統括責任者手当 

（12）当番手当 

（13）通信手当 

（14）土曜日祝日手当 

（15）処遇改善手当 

（16）直接介護手当 

（17）期末手当 

（18）勤勉手当 

（19）退職手当 

 

（給料） 

第３条 本会の職員に支給する給料は、東員町行政職給与表（１）に定めるとおりとす

る。 

２ 前項の給料表は、第４条第３項に規定する職員以外のすべての職員に適用する。 

３ 第１項の給料表の基礎となる、国が示す「行政職給与表」が改正された場合は、会

長は、これを改定することができる。 

４ 定年の年齢に関わらず、満６０歳に達した日後における最初の４月１日以降の月額

給料は、給料表に基づき支給する月額の給料に百分の七十を乗じて得た額（当該額に、

五十円未満の端数を生じたときは、これを切り捨て、五十円以上百円未満の端数を生

じたときはこれを百円に切り上げるものとする。）とする。ただし、この金額が１級再

任用職員給料月額を下回る場合は、１級再任用職員給料額とする。 



５ 最低給料額は、時間給又は時間換算額１，０９０円とする。ただし、最低賃金法（昭

和３４年法律第１３７号）第７条に基づく最低賃金の減額の特例許可を受けた者を除

く。 

６ 前項の給料額には、最低賃金法第４条第３項に定める給料を算入しない。また、時

間換算額の算出方法は、最低賃金法施行規則第２条の定めるところによる。 

 

（給料支給の基準） 

第４条 職員の職務の給料は、職務の複雑困難及び責任の度に基づき職務の級に分類す

るものとし、その分類の基準となる標準的な職務の内容は、次の各号に掲げるとおり

とする。 

（１）事務局長                      給料表の６級 

（２）事務局次長及びセンター長              給料表の５級 

（３）係長及び主査                    給料表の４級 

（４）主任                        給料表の３級 

（５）相当高度の業務を行う職務にあるもの         給料表の２級 

（６）定型的な業務を行う職務又は上司の命を受け補助的な業務を行う職務 

                              給料表の１級 

２ 事務局長の給与については、前項の規定にかかわらず、予算の範囲内で、会長が別

に定める場合がある。 

３ 臨時又は常勤を要しない職員に支払う賃金については、他の職員の給与との均衡を

考慮し予算の範囲内で会長が定める。 

 

（初任給等） 

第５条 新たに職員として採用する場合の初任給は東員町職員の職務の級別定数、初任

給、昇格及び昇給の基準に関する規則に準ずる。 

 

（定期昇給） 

第６条 定期昇給は、毎年１月１日に行い、その前１年間におけるその者の勤務成績と

経験年数に応じ決定する。 

２ 昇級の号数は、前１年間の全部を良好な成績で勤務した職員の号給数を４号給とす

ることを標準とする。 

３ 業績状況により定期昇給を行わないこともある。 

 

（職員の再任用） 

第 7 条 定年退職により退職したもので、再任用を希望する者の給料月額は次のとおり

とする。ただし、更新は最長５年とする。 

（１）通算２０年以上勤務した職員は、東員町行政職給与表（１）２級再任用職員と同

額とする。 

（２）（１）以外の職員は、東員町行政職給与表（１）１級再任用職員の額、又は、常勤

臨時職員給与規程第４条に規定する額のいずれか高い額とする。 



２ 再任用職員の手当は、通勤手当、時間外勤務手当、休日勤務手当、当番手当、土曜

日祝日手当、期末手当、勤勉手当とする。 

３ 期末勤勉手当は、６月１日及び１２月１日（これらの日を「基準日」という。）にそ

れぞれ在職した職員に支給する。支給金額は、基準日以前６か月以内の期間における

その者の在職期間に応じ、１か月単位の割合を乗じて得た額とする。 

（１）期末手当の額は、給料月額の合計額に０．８を乗じた額とする。 

（２）勤勉手当の額は、給料月額の合計額に０．２を乗じた額とする。 

 

（管理者手当） 

第 8 条 施設事業係各事業所の管理者に月額３，０００円の管理者手当を支給する。た

だし、給与表の４級以上の者はこの限りではない。 

 

（サービス統括責任者手当） 

第 9 条 各事業所のサービス統括責任者に月額３，０００円のサービス統括責任者手当

を支給する。ただし、給与表の３級以上の者はこの限りではない。 

 

（当番手当） 

第 10条 緊急時の連絡体制を確保するため、携帯電話を貸与する職員に対し月額 

１，０００円の当番手当を支給する。 

 

（通信手当） 

第 10条の 2 職員の通信費用の実費相当額を支払うため、通信費用及び、パケット代相

当分の通信手当を支給する。 

 

（土曜日祝日手当） 

第 11 条 施設事業係デイサービスセンターふれあいの職員が土曜日及び国民の祝日に

関する法律（昭和２３年法律第１７８号）に定める日に勤務した場合には土曜日祝日

手当日額３００円を支給する。 

 

（処遇改善手当） 

第 12 条 国が算定する介護職員処遇改善加算により介護業務に従事する職員に対して

処遇改善手当を支給する。支給については、対象期間中の加算金額の確定後、その支

給額を決定し支給する。当該加算終了時にこの処遇改善手当は廃止する。なお、この

規程に定めるもののほか、支給に関し必要な事項は会長が定める。 

 

（直接介護手当） 

第 13 条 国が交付する介護職員処遇改善支援補助金により介護業務に従事する介護士、

看護師、ヘルパー、理学療法士、作業療法士に対して直接介護手当を支給する。支給

については、次のとおりとする。 

 （１）訪問介護職員 月額 １０，０００円 



 （２）通所介護職員 月額  ７，０００円 

２ 当該補助金終了時にこの直接介護手当は廃止する。なお、この規程に定めるものほ

か、必要な事項は会長が定める。 

 

（退職手当） 

第 14条 勤続１年以上の職員が退職した場合は、退職手当を支給する。ただし、死亡退

職の場合は、その代表遺族に支給する。 

２ 退職手当の額については、社会福祉法人全国社会福祉協議会全国社会福祉団体職員

退職手当積立基金が定める退職手当共済契約約款並びに財団法人三重県社会福祉事業

職員共済会が定める退職手当共済契約約款に基づき支給する。 

３ 第１項の退職手当に必要な掛金は、退職手当契約約款の定めるところによる。 

４ 退職手当は、職員の退職日に応じ次の各号に定める時期に支払うものとする。 

（１）３月から４月に退職した場合    同年  ６月 

（２）５月から１１月に退職した場合   同年 １２月 

（３）１２月から２月に退職した場合   同年度 ３月 

 

（給与の支給方法等） 

第 15条 給料並びに手当等の支給基準、手当の額及び支給方法は、この規程及び別に定

めるもののほか、すべて「東員町職員の給与に関する条例」（昭和３２年３月２２日条

例第２号。以下「条例」という。）並びに「東員町職員の給与の支給に関する規則」（昭

和４１年 2 月２８日規則第 2 号。以下「規則」という。）及び同「条例」、同「規則」

施行に伴う関係諸規程を準用する。 

 

附 則 

この規程は、平成１３年４月１日から施行する。 

附 則 

この規程は、平成１５年１２月１８日から施行し、平成１５年４月１日から適用する。 

附 則 

この規程は、平成１６年５月２６日から施行し、平成１６年４月１日から適用する。 

附 則 

この規程は、平成１７年４月１日から施行する。 

附 則 

この規程は、平成１７年１２月１９日から施行し、平成１７年４月１日から適用する。 

附 則 

この規程は、平成１８年１２月２０日から施行し、平成１８年４月１日から適用する。 

附 則 

この規程は、平成１９年４月１日から施行する。 

附 則 

この規程は、平成２１年４月１日から施行する。 

附 則 



この規程は、平成２２年１月１日から施行する。 

附 則 

この規程は、平成２２年１２月１日から施行する。 

附 則 

この規程は、平成２３年４月１日から施行する。 

附 則 

この規程は、平成２４年１月１日から施行する。 

附 則 

この規程は、平成２４年４月１８日から施行し、平成２４年４月１日から適用する。 

附 則 

この規程は、平成２４年９月１４日から施行し、平成２４年９月１日から適用する。 

附 則 

この規程は、平成２６年１２月２４日から施行し、平成２６年４月１日から適用する。 

附 則 

この規程は、平成２７年４月１日から施行する。 

附 則 

この規程は、平成２７年５月２５日から施行し、平成２７年４月１日から適用する。 

附 則 

この規程は、平成２８年３月２５日から施行し、平成２７年４月１日から適用する。 

附 則 

この規程は、平成２８年１２月２６日から施行し、平成２８年４月１日から適用する。 

附 則 

この規程は、平成２９年４月１日から施行する。 

附 則 

この規程は、平成２９年１２月２１日から施行し、平成２９年４月１日から適用する。 

附 則 

この規程は、平成３０年１２月１９日から施行し、平成３０年４月１日から適用する。 

附 則 

この規程は、平成３１年４月１日から施行する。 

附 則 

この規程は、令和元年１２月１８日から施行し、平成３１年４月１日から適用する。 

附 則 

この規程は、令和２年４月１日から施行する。 

附 則 

この規程は、令和３年４月１日から施行する。 

附 則 

この規程は、令和４年４月１日から施行する。 

附 則 

この規程は、令和４年１２月１４日から施行し、令和４年４月１日から適用する。 

附 則 



この規程は、令和５年１２月１３日から施行し、令和５年４月１日から適用する。 

附 則 

この規程は、令和６年７月１日から施行する。 

附 則 

（施行期日） 

１ この規程は、令和７年４月１日から施行する。ただし、第３条の規定は令和６年４

月１日から適用する。 

（給与の内払） 

２ 改正前の給与規程に基づいて支給された給与は、改正後の給与規程による給与の内

払とみなす。 

附 則 

この規程は、令和７年６月１１日から施行し、令和７年４月１日から適用する。 

附 則 

この規程は、令和７年９月１日から施行する。 

 


